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研究要旨 

本研究は成育基本法における成育医療等基本方針に基づいた指標の直近値を算出した。

指標策定時に、統計法等規定される既存統計にあるものを指標にすることとしたこともあ

って、69指標のうち 62指標で直近値を算出できた。分析は次年度となる。 
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Ａ．研究目的 

 本研究は成育基本法における成育医療等基

本方針に基づいた指標の直近値を算出するこ

とを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

指標のベースラインの際に用いたデータソ

ースと算出方法を用いて、69 の指標の直近値

を算出した。 

Ｃ．研究結果 

結果は参考資料に表で示した。 

Ｄ．考察 

 指標を作成する際に、人口統計など統計法に

基づく既存のデータであることを優先したの

で、大半の指標値については直近値の算出が可

能であった。他方で、7指標ほど 5年に一度の

調査などの理由でタイミングが合わない指標

があったが、これについては最終評価で算出が

可能である。 

Ｅ．結論 

 成育医療等基本方針の推進に資するために、

令和７年度実施予定の指標の中間評価に向け

て方法の検討および評価シートの作成を実施

した。 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表

なし 

2．学会発表 

なし 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1．特許取得

 なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

１）健やか親子 21 妊娠・出産・子育て期

の健康に関する情報サイトへの「成育医

療等基本方針に基づく施策の実施状況に

関する評価指標」の一覧表及びグラフの

提供 https://index.infanthces.ncchd.go.jp/pub/ 

（2025年 5月 26日確認） 

https://index.infanthces.ncchd.go.jp/pub/
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